
（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 16,741 固定負債 7,539

有形固定資産 15,279 地方債 6,625
事業用資産 8,780 長期未払金 -

土地 1,128 退職手当引当金 841
立木竹 - 損失補償等引当金 73
建物 13,111 その他 -
建物減価償却累計額 △ 5,642 流動負債 766
工作物 329 1年内償還予定地方債 690
工作物減価償却累計額 △ 147 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 60
航空機 - 預り金 16
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 8,305
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 17,859

インフラ資産 6,410 余剰分（不足分） △ 8,075
土地 576
建物 191
建物減価償却累計額 △ 58
工作物 8,404
工作物減価償却累計額 △ 2,702
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 242
物品減価償却累計額 △ 153

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 1,462
投資及び出資金 220

有価証券 66
出資金 154
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 123
長期貸付金 -
基金 1,124

減債基金 -
その他 1,124

その他 -
徴収不能引当金 △ 5

流動資産 1,348
現金預金 214
未収金 18
短期貸付金 -
基金 1,118

財政調整基金 988
減債基金 131

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 1 9,784

18,089 18,089

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：百万円）

経常費用 4,814
業務費用 2,990

人件費 1,212
職員給与費 1,070
賞与等引当金繰入額 60
退職手当引当金繰入額 2
その他 81

物件費等 1,662
物件費 855
維持補修費 364
減価償却費 444
その他 -

その他の業務費用 115
支払利息 75
徴収不能引当金繰入額 6
その他 34

移転費用 1,824
補助金等 1,046
社会保障給付 389
他会計への繰出金 388
その他 1

経常収益 228
使用料及び手数料 93
その他 135

純経常行政コスト 4,586
臨時損失 58

災害復旧事業費 -
資産除売却損 21
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 37

臨時利益 2
資産売却益 2
その他 -

純行政コスト 4,643

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 9,202 17,112 △ 7,910

純行政コスト（△） △ 4,643 △ 4,643

財源 5,209 5,209

税収等 3,621 3,621

国県等補助金 1,588 1,588

本年度差額 566 566

固定資産等の変動（内部変動） 731 △ 731

有形固定資産等の増加 3,724 △ 3,724

有形固定資産等の減少 △ 3,220 3,220

貸付金・基金等の増加 604 △ 604

貸付金・基金等の減少 △ 377 377

資産評価差額 - -

無償所管換等 15 15

その他 - - -

本年度純資産変動額 582 747 △ 165

本年度末純資産残高 9,784 17,859 △ 8,075

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

科目 合計



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 4,091

業務費用支出 2,266
人件費支出 1,206
物件費等支出 963
支払利息支出 75
その他の支出 22

移転費用支出 1,824
補助金等支出 1,046
社会保障給付支出 389
他会計への繰出支出 388
その他の支出 1

業務収入 4,627
税収等収入 3,620
国県等補助金収入 781
使用料及び手数料収入 94
その他の収入 132

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 98
業務活動収支 634
【投資活動収支】

投資活動支出 1,867
公共施設等整備費支出 1,263
基金積立金支出 604
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 1,070
国県等補助金収入 709
基金取崩収入 359
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 2
その他の収入 -

投資活動収支 △ 797
【財務活動収支】

財務活動支出 721
地方債償還支出 721
その他の支出 -

財務活動収入 848
地方債発行収入 848
その他の収入 -

財務活動収支 127
△ 37

234
197

前年度末歳計外現金残高 16
本年度歳計外現金増減額 1
本年度末歳計外現金残高 16
本年度末現金預金残高 214

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

科目 金額



１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
  ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。
  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの
　  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　  ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としていま
    す。
② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
② 満期保有目的以外の有価証券
   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格（売却
　　　原価は移動平均法により算定）
   イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額
　　　法））
③ 出資金
   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 （売却
　　　原価は移動平均法により算定）
   イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。 ）･････････定額法
   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
       建物   ８年～５０年
       工作物  １０年～６０年
       物品   ４年～１５年
② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 （ソフトウェアについて
　 は、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③ リース資産
   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産･･････････自己所有の固定
      資産に適用する減価償却方法と同一の方法
   イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産････････リース期間を耐
      用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

（４）引当金の計上基準及び算定方法
① 投資損失引当金
   市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて
   実質価額 が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上していま
   す。
② 徴収不能引当金
   未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検
   討し） 、徴収不能見込額を計上しています。
   長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能
   性を検討し） 、徴収不能見込額を計上しています。
   長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（ 又は個別に改修可能性
   を検討し） 、 徴収不能見込額を計上しています。



③ 退職手当引当金
   退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当
　 として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち天
　 城町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。
④ 損失補償等引当金
   履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化
   に関する 法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤ 賞与等引当金
   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の
   見込額に ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（５）リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６）資金収支計算書における資金の範囲
現金及び現金同等物。
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
を含んでいます。

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価額または見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上して
  います。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
②資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が６０万円未満であるとき、又は固定
  資産の取得価額等のおおむね１０％未満相当額以下であるときに修繕費として
  処理しています。

２．重要な後発事象
該当なし

３．偶発債務
（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定して
いないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

団体名･･･奄美海運株式会社
未確定損失補償債務等（損失補償等引当金計上額）73百万円

４．追加情報
（１）対象範囲（対象とする会計名）

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　一般会計
　国民健康保険事業特別会計
　介護保険事業特別会計
　後期高齢者医療事業特別会計

（２）出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及
び出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として
いる旨

地方自治法２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整
理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま
す。



（３）表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合は、その旨

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

（４）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおり
です。
　実質赤字比率　　　　　－
　連結実質赤字比率　　　－
　実質公債費比率　　　11.3%
　将来負担比率　　　　47.6%

（５）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　　735百万円

（６）繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越事業に係る将来の支出予定額　　630百万円

（７）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
積立不足はありません。

（８）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財
政需要額に含まれることが見込まれる金額

5,174百万円

（９）将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定
要素）

標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,516百万円
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　　　　　6百万円
将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,420百万円
充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,132百万円
特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　559百万円
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　　　　　　5,174百万円

(10)純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
① 固定資産等形成分
　 固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま
   す。
② 余剰分（不足分）
   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

（11）基礎的財政収支
基礎的財政収支　　△88百万円

（12）既存の決算情報との関連性（上記で示した「②一般会計等と普通会計の対象範囲
等の差異」に係るものを除きます。）

歳入歳出決算書
　収入（歳入）6,876百万円　　　支出（歳出）6,679百万円
前年度からの繰越金
　　　　　　　△233百万円
資金収支計算書
　収入（歳入）6,643百万円　　　支出（歳出）6,679百万円



（13）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内
訳

資金収支計算書
　業務活動収支　　　　　　　　　　　　634百万円
　投資活動収入の国県等補助金収入　　　709百万円
　未収債権、未払債務等の増加（減少）△ 12百万円
　減価償却費　　　　　　　　　　　　△443百万円
　賞与等引当金繰入額　　　　　　　　△　5百万円
　退職手当引当金繰入額　　　　　　　△　2百万円
　徴収不能引当金繰入額　　　　　　　　　0百万円
　資産除売却益（損）　　　　　　　　　　2百万円
　資産除却損　　　　　　　　　　　　△ 21百万円
  損失補償引当金　　　　　　　　　　　　3百万円
　撤去費用の振替額　　　　　　　　　△262百万円
  その他（出資の評価減）　　　　　　△ 37百万円
純資産変動計算書の本年度差額　　　　　566百万円

（14）一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の
金額

資金収支計算上、一時借入金の増減額は含まれていません。
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　一時借入金の限度額　　  700百万円
　一時借入金に係る利子額　0.2百万円



①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

8,780

1,128

-

7,469

182

-

-

-

-

-

6,410

576

132

5,702

-

-

89
15,279

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 13,855 2,849 2,136 14,568 5,789 272 8,780

　  土地 1,109 19 - 1,128 - - 1,128

　　立木竹 - - - - - - -

　　建物 11,271 1,975 135 13,111 5,642 268 7,469

　　工作物 168 161 - 329 147 5 182

　　船舶 - - - - - - -

　　浮標等 - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - -

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 1,306 694 2,001 - - - -

 インフラ資産 8,930 814 574 9,170 2,760 156 6,410

　　土地 575 0 - 576 - - 576

　　建物 182 8 - 191 58 6 132

　　工作物 8,088 316 - 8,404 2,702 151 5,702

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 85 489 574 - - - -

 物品 181 61 - 242 153 15 89

合計 22,966 3,724 2,709 23,981 8,702 444 15,279

 事業用資産 1,583 3,548 546 0 129 19 2,954

　　土地 432 233 53 0 12 6 393

　　立木竹 - - - - - - -

　　建物 1,139 3,315 475 0 64 13 2,462

　　工作物 12 - 17 - 54 - 99

　　船舶 - - - - - - -

　　浮標等 - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - -

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

 インフラ資産 6,220 - - - 190 - -

　　土地 575 - - - 0 - -

　　建物 23 - - - 110 - -

　　工作物 5,622 - - - 81 - -

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

 物品 2 0 0 1 1 85 1
合計 7,805 3,548 546 1 320 104 2,955

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：百万円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：百万円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：百万円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

（社）鹿児島県畜産物衛生
指導協会

0 539 209 330 330 0 0 0

鹿児島県肉用牛生産者補
給金制度預託金

1 8,892 924 7,969 7,614 0 1 1

奄美群島地域産業振興基
金出資金

2 211 - 211 10 0 49 2

県農業信用基金出資金 0 85,458 76,545 8,913 5,963 0 0 0

日本エアーコミュータ 12 22,953 5,164 17,788 300 0 712 12

徳之島空港ビル（株） 50 315 54 261 210 0 62 50

奄美群島振興開発基金出
資金

111 14,958 3,181 11,777 17,774 0 73 37 73

ふるさと市町村圏基金(奄
美TIDAﾈｼｱ基金)

56 1,135 5 1,130 1,000 0 64 56

糖業振興協会出資証券 16 1,739 1,184 555 503 0 18 16

農業後継者育成協会出捐
証書

4 1,048 39 1,010 1,000 0 4 4

栽培漁業協会出損証書 2 1,571 87 1,484 1,201 0 2 2

鹿児島県暴力追放県民会
議

0 990 0 990 844 0 0 0

鹿児島県角膜肝臓バンク
協会

0 108 1 108 104 0 0 0

みどりの基金出損証書 1 547 5 542 490 0 1 1

奄美広域中小企業勤労者
福祉サービスセンター

2 203 18 185 185 0 2 2

地方公営企業等金融機構 1 24,786,267 24,545,185 241,082 182,381 0 1 1

合計 257 24,926,934 24,632,600 294,334 219,910 0 988 37 220

該　当　な　し

該　当　な　し



④基金の明細 （単位：百万円）

財政調整基金 988 988

減債基金 131 131

総合運動公園整備基金 0 0

福祉対策振興基金 0 0

地域づくり推進基金 10 10

農業振興積立基金 0 0

平土野地域活性化基金 3 3

町有地売払運用基金 18 18

天城町ゆたかなふるさと基金 26 26

天城町徳之島用水基金 598 598

兼久小学校建設基金 202 202

育英奨学基金 6 14 20

肉用牛導入基金 73 75 148

夢と希望の上原勇一郎奨学
基金

69 21 90

土地開発基金 8 8

国保高額医療費資金貸付基金 1 1

合計 2,132 - - 110 2,242

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する

調書記載額



⑤貸付金の明細 （単位：百万円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

地方公営事業

　　病院

　　・・・・

一部事務組合・広域連合

　　○○組合

　　・・・・

地方独立行政法人

　　○○大学

　　・・・・

地方三公社

　　○○土地開発公社

　　・・・・

第三セクター等

　　（株）○○清掃サービス

　　・・・・

その他の貸付金

　　○○貸付金

　　・・・・

合計

長期貸付金 短期貸付金
相手先名または種別

（参考）
貸付金計

該　当　な　し



⑥長期延滞債権の明細 （単位：百万円） ⑦未収金の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

第三セクター等 第三セクター等

その他の貸付金 0 - その他の貸付金 - -

・建物貸付収入 0 - ・建物貸付収入 - -

小計 0 - 小計 - -

【未収金】 【未収金】

税等未収金 35 4 税等未収金 12 1

・個人町民税 2 0 ・個人町民税 2 0

・法人町民税 1 0 ・法人町民税 0 0

・固定資産税 31 4 ・固定資産税 8 1

・軽自動車税 1 0 ・軽自動車税 1 0

その他の未収金 88 1 その他の未収金 6 0

・AYT使用料 6 0 ・AYT使用料 2 0

・住宅使用料 54 1 ・住宅使用料 2 0

・農地費分担金 26 - ・農地費分担金 2 -

・公立保育所保護者負担金 1 - ・公立保育所保護者負担金 0 -

小計 123 5 小計 18 1

合計 123 5 合計 18 1



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 5,604 568 4,927 59 - 51 - - - 567

　　一般公共事業 523 105 456 67

　　公営住宅建設 559 21 529 19 11

　　災害復旧 87 12 87

　　教育・福祉施設 973 70 544 46 383

　　一般単独事業 217 79 172 40 6

　　その他 3,245 280 3,139 106

【特別分】 1,711 122 1,094 390 65 116 - - - 45

　　臨時財政対策債 1,697 119 1,088 390 65 116 38

　　減税補てん債 14 3 7 7

　　退職手当債 -

　　その他 -

合計 7,315 690 6,021 449 65 167 - - - 612

種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

市場公募債 その他



②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

7,315 5,388 1,635 119 30 144

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：百万円）

7,315 690 710 784 735 684 659 2,152 674 225

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：百万円）

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均

利率

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

15年以内
15年超

20年以内
20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

該　当　な　し



⑤引当金の明細 （単位：百万円）

目的使用 その他

徴収不能引当金(長期) 6 5 6 5

徴収不能引当金(短期) 1 0 1

退職手当引当金 839 2 841

賞与等引当金 55 60 55 60

損失補償等引当金 76 3 73

合計 976 67 60 3 980

本年度減少額
区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

樟南第二高等学校校
舎改築事業補助

火葬場2号炉建設事
業

ふれあいとゆとりの道
づくり負担金

平土野港工事負担金

計

徳之島愛ランド広
域連合負担金

徳之島地区消防組合
負担金

後期高齢者会計繰出
金

自家保留奨励補助

児童養育助成事業補
助（保育所）

その他

計

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 支出目的

学校法人 時任学園
樟南第二高等学校

16
樟南第二高等学校校舎改築事業
補助に係る本町の負担金分

徳之島愛ランド広域連合 8
徳之島愛ランド広域連合が運営
する火葬場建設に対する本町分
の負担金分

鹿児島県 2
鹿児島県が施工する街路事業
（空港通線）に対する本町の負担
金分

鹿児島県 1
鹿児島県が施工する港湾事
業（平土野港）の町村負担金

27

徳之島愛ランド広域連
合

178
徳之島愛ランド広域連合に対する
本町分の経費負担

徳之島地区消防組合 132
徳之島地区消防組合に対する本
町分の経費負担

鹿児島県後期高齢者
医療広域連合

76
後期高齢者制度の円滑な運営推
進を図るための本町の負担金分

畜産農家 30
繁殖素牛導入・保留促進（自
家保留分）に係る町負担分

保護者 27
少子化対策の一環として、保育料
の実質無償化を実施するための
経費

576

1,019

合計 1,046

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

その他の補助金等



（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 403

地方交付税 2,943

地方譲与税 81

その他 195

3,621

国庫支出金 682

都道府県等支出金 27

計 709

国庫支出金 438

都道府県等支出金 441

計 878

1,588

5,209

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

小計

小計

合計

税収等

資本的
補助金

経常的
補助金

一般会計

国県等補助金



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 4,643 1,014 433 2,595 600

有形固定資産等の増加 3,724 574 415 423 2,313

貸付金・基金等の増加 604 - - 604

その他

合計 8,970 1,588 848 3,621 2,913

（２）財源情報の明細 （単位：百万円）

内訳
区分 金額



（１）資金の明細 （単位：百万円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 197

短期投資

・・・・

・・・・

合計 197

４．資金収支計算書の内容に関する明細


